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1.はじめに

イン ドネシアは,総人口約 2億人 (中国,イン ド,米国に次いで世界第 4

位)を擁するアジアの大国である｡政府主導による農業開発政策の実施と種

子 ･肥料技術の積極的導入によって,1970年代から80年代半にかけて,同国

の食料生産は,主食の米などで国内自給が達成されるなど飛躍的に増大した (加

納 〔19〕,サラギ ･タンプボロン 〔32〕,横山 〔33〕)｡ しかし,主食の米につ

いて見ると,条件不利地域 (外島(1))における稲作栽培の比重が高まるにつ

れて,米生産の年次変動は拡大傾向にある (横山 〔33〕)｡また,1980年代末

からは,石油価格の低迷による財政収入の低下と対外債務の増加に対処するた

めに農業関連公共支出が大幅に削減され(2),その一方で,都市化 ･工業化に

伴って優良農地の荒廃が進み,農業生産基盤の脆弱化が懸念されている (横山

〔33〕)｡そして,1990年代に入ると,エルニーニョによる不作を契機 として

再び米の純輸入国に転 じるなど,食料の国内生産は停滞基調に推移 している｡

こうした食料生産の停滞の一方で,急速な人口増加と所得向上に伴って,食

料消費は多様化 Lかつ拡大基調にある｡この結果,1990年代におけるインド



62 農業総合研究 第 53巻第 4号

ネシアの食料輸入は,量的に多いだけではなく増加基調にあり,さらに年次変

動が大きいことを特徴としている｡

このような特徴から,インドネシアにおける食料の生産 ･消費 ･輸入動向を

把握することは,東南アジア地域のみならずアジア地域全体の食料需給バラン

スの動向予測のために不可欠である｡ しかし,インドネシアにおける食料輸入

動向に関しては比較的容易に時系列データが入手可能であるが,生産と消費に

ついては信頼性の高い時系列データの入手は困難である(3)｡このため,研究

の重要性にもかかわらず,食料生産および消費に関する時系列的な計量分析は

あまり行われてこなかった｡特に消費構造の変化に関する計量分析は皆無に等

しい｡

そこで本稿では,経済成長に伴って食料消費の多様化が進展 した1980年代

半ば以降を対象に,インドネシアでの食料消費における支出構造がどのように

変化したかを解明することを主たる目的とする｡このために,統計資料の中で

は比較的信頼性が高いとされる家計調査の集計データを用いた計量分析を行っ

た｡この家計調査の集計データは横断面データであるが,家計調査が定期的に

実施されていることから,計量分析の計測結果について時系列に比較すること

が可能となる｡

なお,本稿では,1997年に発生したアジア経済危機 と異常気象 (エルニー

ニョ現象 ･ラニーニャ現象)を契機とした食料危機が家計の食料費支出に及ぼ

した影響については言及 しなかった(4)｡なぜならば,このことを具体的デー

タに則 して論 じるには,1999年 (論文執筆時)に実施されている家計調査の

結果を検討する必要があるからである｡

ここで,本稿の構成を示せば次の通りである｡まず 2において,本稿におい

て用いるエンゲルの支出弾力性の計測方法を説明する｡次に3では,家計調査

の集計結果を概観することによって,インドネシアにおける食料消費支出の変

化を素描する｡その上で,4において,家計調査の集計データを用いて支出弾

力性を計測し,その計測結果から,同国における食料消費支出の変化について

検討を加える｡そして,最後の5において,本稿の取りまとめを行 う｡
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粗 1) インドネシアの先進地域であるジャワを除いた地域oスマ トラ,ヌサ トウンガ

ラ,カリマンタン,スラウェシ等から成るO

(2)Kesavanetal.[24〕は,米の主産地であるジャワ島においては米単収に対する

肥料価格の弾力性が小さいことから,政府による肥料価格の補填制度が廃止され

たとしても,単収へのマイナスの影響は小さいと指摘しているc Lかし,ジャワ

島の都市近郊では水田が他の目的に転用されるなど,同島の農業生産基盤は弱体

化している (米倉 〔34〕)0

(3)例えば,加納 〔20〕は,1993年以降政府公表の米生産量が精米ベースで3(氾～

400万 トン程度 (総生産量の1割以上に相当)も過大に推定されていると指摘 し

ている｡

(4) インドネシアにおける食料危機については,横山 〔33〕を参照されたいOまた,

インドネシアの隣国マレーシアでは,アジア危機を契機として食料安全保障の強

化が農政の重要課題となっている (石田･アズィザン 〔18〕,Malaysia〔26〕)0

2.分析モデル

(1) 先行研究の整理

ミクロ経済学の分野において,横断面データを用いたエンゲルの支出弾力性

の計測方法 として,大別すると以下に述べる二つのアプローチが提示 されてい

る｡

第 1の方法は,エンゲル曲線の関数形 を両対数型,片対数型,逆対数型,対

数正規分布の累積型, ワーキング ･レッサー型 (1)などに特定化 して支出弾力

性を計測する方法である (例えば,Adeyokunnu 〔1〕,Arief〔3〕,Leser

〔25〕,OczkowskiandPemmal〔27〕,PraisandHou仇akker〔29〕)0 Praisand

Hou仙akker〔29〕は様 々な関数形 を横断面データに適用 した結果,上級財 に

は両対数型,下級財 には片対数型の適合度 (goodnessof丘t)が良い と指摘 し

ている｡

しか し, この方法の問題点 として,次の諸点が指摘 されている (Podderand

Binh 〔28〕)C まず第 1に,一般的に支出弾力性 を制約す る総和条件 (adding-

upcondition)を自動的に満足 しない関数形が多い.第 2に,適合度が よくな

い場合が多い｡第 3に支出弾力性の値が所得あるいは支出水準に対 して一定で
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あるか単調に (monotonical1y)増加 ･減少するo最後に,非線形のエンゲル曲

線を一般化最小二乗法によって推定する時に所得 ･支出階級ごとの幾何平均あ

るいは調和平均が得られない場合が多く,それらの代替として算術平均を用い

ると推定結果に歪みが生じる｡

このような問題点を踏まえた第 2の方法はKakwani〔21〕,〔22〕,Kakwani

andFodder〔23〕によって提示され,その後様々な改良が加えられつつ横断面

データの需要分析に用いられている (BinhandPodder〔5〕,Datt〔11〕,

Haque〔16〕,FodderandBinh〔28〕)｡この計測法は,総支出と各消費項目ご

とにローレンツ曲線あるいは集中度曲線を計測 し,その計測結果を用いて支出

弾力性を算出する方法である｡総和条件が満たされること,さらに上級財 ･下l

級財に関係なく適合度の良い計測結果が得られることなど,第 1の方法に比べ

て優れているとされる｡

このことから,本稿では第2の方法一特にPodderandBinh〔28〕の提示 し

た手法-を用いて,インドネシアにおける支出弾力性の計測を行 うこととする｡

(2) 支出弾力性の計測方法

rをある世帯-人当た り総支出額,f(r)をrの確率密度関数 (probability

densityfunction)とすると,一人当たり総支出額が∫以下である世帯数の比

率p(I)は,下の(1)式のようにf(r)を積分することによって求めることができるo

p(x)-Lxf(rPr (1)

また,ある世帯における j財-の-人当たり支出額をgノ(x)とすると,総支

出額に占めるノ財-の支出比率はh,(x)-建 となるOここで,刷 と,の累積.r

比率 (cumuladveproportion)をqJ(x)とq(x)とすると,

qJ(I)-義 がxh,(r)I(rPr

q(x)-毒Lxrf(rPr
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さらに,hJ(x)とYのローレンツ曲線あるいは集中度曲線を各々LJ(p)とL(p)と

すると,(1)式～(3)式から次の関係式が得られる｡

Lj(p,-蓋 ノ-1,2,-..- (4)

L;(p)-
〃ノx2f(x)

lqj(xトlkj(I)

FL,x2f(I)
j=1,2"."m (5)

L,(p)-L (6)〟

Lr(p)-志 (7)

ただし, 7,(I)(-器 )はj財の支出弾力性,FLJとFLは hJ(r)とrの平均

値 (Elhノ(r)I,E(r))であるo さらに(4)式～(7)式を整理すると,次の関係式が得

られる｡

L;(p)L'(p)

Ll(p)Lr(p)
qJ(x)-:!IrJJ::Ir:｢ l ∫-I,2"･･･,m (8)

具体的に(8)式を用いて支出弾力性を算出するためには,ローレンツ曲線の関

数形を特定化する必要がある｡本稿では,ロー レンツ曲線 を Kakwaniand

Fodder〔23〕とPodderamdBinh〔28〕が用いた次式の通 りに特定化 した｡

Lj(p)-Pale-PJ(LIP) (9)

L(p)-pαe-P(l~p) uo)

I.;l[,I

ここで便宜的に′L-帝 , ′2-霧 と定義 し,(9)式と(10)式を微分 した後

に整理すると,次式が得られる｡

(a,･pjPデーαノ
(a,･p,p) p

Llr･
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α+Fp
i(a'仲)2-α
Jっ= 82)

この(ll)式と(12)式を(8)式に代入することによって,支出水準 Jでの ノ財

の支出弾力性を算出する次式が得られる｡

･TJ(x)-
(αノ+PJP)--αJ

(αノ+GjP) 議 鎧 +. (13,

また,,7](I)の推定量の分散は Cramer〔10〕に従 うと次式のように展開可能で

ある｡

var(7,(I,,-/22[(劫2∀ar(&J,I(貴〕2V-(b,)I2(貴〕揚)coy(a,,B,)]
･1･2[(i)2var(a,I〔告 〕2var@)･2(i )(音 )coy(&･b)] (14,

このように個式と(14)式から財の支出弾力性 とその分散を算出することができ

るo(9)式の両辺に対数をとると次式の通 りとな り,0LSによってパラメー

ターを推計することができる (詳細な証明は PodderaLldBinh〔28〕を参照の

こと)D

loglq,(I,)]-αjloglp(x,)トp,[1-p(xl)]･S, ulI':

注(1)DeatonandMuellbauer〔12〕は,ワーキング･レッサー型モデルを時系列デー

タにも適用できるように拡張したjuDS(AlmostldeaZDemandSystem)を考案し

ている｡

3.データ

イン ドネシアでは,中央統計局 (BfS,BiroPusatStadsdk)が社会経済調

査 (SurveiSosial Ekonomi Nasional)の一環として,3年ごとに家計調査を

実施 している｡調査結果については,BPSから支出階級別 と地域別に,支出

項目ごとの平均購入額と消費量に関する集計データが公表されている｡すべて
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第 1表 イン ドネシアにおけるエンゲ

ル係数の変化

都市部 農村部 全国平均
54.10 68.55 63.24
51.40 67.41 60.36
47.97 63.26 55.27

資料 ･BFS 〔6〕,〔7〕,〔8〕
注.エンゲル係数-食料費÷消費支出

額

のデータは,-人当たりの平均値で

示 されている｡本稿では,1980年

代半ば以降を分析対象として,イン

ドネシアにおける食料消費支出の構

造 変化 を解 明す るた めに, 主 に

1984年 と96年に実施 された家計調

査の集計データを用いて計量分析を

行った｡

計量分析の結果を検討する前に,イン ドネシアにおける食料支出構造を概観

することに しよう｡家計調査の集計結果によると,第 1表に示 した通 り,エン

ゲル係数 (食料費が消費支出額に占める比率)は,都市部 (kota)と農村部

(desa)の両方において低下基調にある｡全国平均で見ると,1984年に 63.24

であったェンゲル係数は,90年には 60.36,96年は 55.27と一貫 して低下して

いる｡ しか し,1996年時点において,農村部のそれは 63.26と高水準にあり,

所得水準が相対的に高い都市部においてす ら,その値が 50の水準を下回った

のは90年代に入ってからのことである｡

ここで,1996年について支出階級別にエンゲル係数を求めると,第 2表の

通 りとなるO支出階級が上位 (下位)であるほどエンゲル係数の値は小 さく

第 2表 支 出 階級 別のエンゲル係数 (1996年)

1カ月当たり所得 都市部 構成比
15,0(氾ルピア未満
15,㈱ ～19,999ルピア
20,㈱ ～29,999ルピア
30,OW～39,999ルピア
40,0(氾～59,999ルピア
60,0(氾～79,999ルピア
80,000-99,999ルビ7
100,000-149,999ルピア
150,000-199,999ルピア
200,000-299,999ルピア
300,000ルピア以上

農村部 構成比 全国 平 均 構成比
82.68 0.03
72.15 0.13
68.98 2.84
65.94 8.39
62.33 22.91
57.98 19.14
54.77 13.54
5033 18.23

74.44 0.20

73.70 1.93

71.25 15.08

69.74 23.46

67.54 33.20

64.09 14.12

60.16 5.83

54.83 4.42

74.97 0.14
73.64 1.28
71.02 10.67
69.10 18.03
66.06 29.49
61.42 15.93
57.10 8.61
51.66 9.39

資料 :BIS 〔8〕
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(大きく)なっており,エンゲルが指摘した一般経験則と整合的である｡

イン ドネシアにおける都市部および農村部の貧困所得水準は,1996年時点

において,それぞれ月一人当たり38,246ルピアと27,413ルピアとされている

(BfS 〔4〕).このことから便宜的に,都市部では下位 4階級まで,農村部で

は下位 3階級までを貧困層と見なした｡

その上で,1996年時点での貧困層のエンゲル係数を計算すると,都市部で

は66.8,農村部では71.6と極めて高水準にあることが確認できる｡同様の手

順によって,1984年における貧困層のエンゲル係数を計算すると,都市部で

は66.4,農村部では72.0となる｡つまり,1984-96年の間に,貧困層のエン

ゲル係数はほどんど変化していないといえる｡

これに対 して,上位支出階級のエンゲル係数は低下基調にある｡例えば,

1984年と96年における上位 4支出階級のエンゲル係数 (全国平均)を比較す

ると,1984年には49.5であったのが96年には41.8まで低下している｡また,

ここで留意すべきことは,1984-96年の間に上位 4階級に属する人口比率が

8.81%から15.85%に増加 したことである｡この変化とは逆に貧困層の人口比

率は,同期間中に21.64%から11.34%に大幅に減少 している (BPS〔4〕)(1)O

つまり,下位支出階級の人口比率が減少する一方で,エンゲル係数の減少が見

られた中位 ･上位支出階級の人口比率が増加 したといえる｡

これらの議論を総じて見れば,インドネシアにおけるエンゲル係数の低下基

調は,中 ･高支出階級におけるエンゲル係数の低下と貧困層に属する人口比が

減少したことによって説明しうる｡

次に,食料支出額の項目別構成比とその変化に目を転 じよう｡第3表に示 し

た通 り,1996年の都市部のケースを除くと,最大の食料支出項 目は穀類であ

る｡1996年時点において,穀類が家計費に占める比率は都市部では8.47%,

農村部では 17.45%であり,全国平均でも12.78%の高水準にある｡概 して,所

得水準の高い都市部の方が一般的に上級財とされる肉類,牛乳 ･乳製品類,加

工食品類などの比率が高い(2)｡これに対 して,農村部では都市部に比べて,

上述 した穀類以外にキャッサバを中心とした根菜類,豆類,魚介類などの比率
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第3表 項目別にみた食料費支出の比率

1984年 1996年

都市部 農村部 全国平均 都市部 農村部 全国平均
穀類 ll.93 23.64 19ー34 8.47 17.45 12,78

根菜類 0.67 1.60 1.26 0.42 0.95 0.67

魚介類 4.61 6.28 5.67 4.03 5.60 4.78

肉類 3.59 2.14 2.67 3.70 2.74 3.23

牛乳 .乳製品類 3.12 1.84 2.31 3.20 2.70 2.95

野菜類 4.71 6.30 5.72 4.08 5,90 4_95

豆類 2.17 2.32 2.26 1.67 2.23 1.94

果実類 2.58 2.79 2.717_99 10.90 9.83 2.98 2.79 2.88

油脂類 1_85 2.99 2.40

飲料類 2.31 3.72 2.99

香辛料類 1.15 1_68 1.41

その他 1_42 1.14 1.29

加工食品類 7.89 5.21 6.19 9.19 7.74 8.48

アルコール飲料類 0.19 0.19 0.19 0.07 0.09 0.08

たばこ.噂好品類 4_66 5.36 5.10 3.43 5.54 4.44

資料 :BIS 〔6〕,〔8〕
注.ェンゲル係数-食料費÷消費支出額

が高い｡

1984年と1996年の支出比率を比較すると,相対的に支出弾力性の値が大き

い肉類,牛乳 ･乳製品類,果実類,加工食品類の支出比率が増加 している｡全

国平均で見た場合に,各々の支出比率は次のように変化 している｡肉類 2.67%

から3.23%,牛乳 ･乳製品類 2.31%から2.95%,果実類 2.71%から2.88%,加

工食品類 6.19%から8.48%｡これとは対照的に,穀類と根菜類の支出比率は顕

著に低下しているO全国平均で見ると,1984年に 19.34% と1.26%であった穀

類と根菜類の支出比率は,1996年には 12.78% と0.67%まで低下 している｡以

上を総 じて見ると,イン ドネシアでは,穀類や根菜類中心から動物性タンパク

源である肉類と牛乳 ･乳製品類,そして加工食品類と果実類を加えたより多様

化 した食料支出構造へと変化 しつつあるといえる｡

最後に本節を締めくくるに当たり,食料費の中で最大の支出項目である穀類

について,-人当た り消費量がどのように変化 しているかを概観 しよう (第4
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第4表 家庭内における年間一人当たり穀類消費量の推移
(単位 :kg/人)

984 1987 1990 1993 1996
06.4 1163 117.7 116.1 111.2

02_3 109.8 111.3 106.5 101.9
07.7 118.6 120,5 121.0 116.4

栄

(都市部)
(農村部)

トウモロコシ 19.4 10.6 9.2 6.7 3.7

(都市部) 3.1 1.5 1.6 1.1 1.0

(農村部) 24.5 13.8 12.5 9.5 5.3

穀類 (総計) 127.0 128.4 128.5 123.9 117.8
(都市部) 106.4 112.5 114.3 109.0 104.6
(農村部) 133.3 134.1 134.8 131.5 125.2

資料 :BPS〔6〕,〔7〕,〔8〕

秦)｡低所得国イン ドネシアでは,マクロ統計データから,所得水準の向上に

伴って,一人当たり穀類 ･米消費量は増加基調にあることが指摘されている(3)G

事実,1984-90年にかけて,年間の一人当た り穀類消費量は 127.0kgか ら

128.5kgに増加 している｡また,穀類消費量の大半を占める米消費量も,同期

間中に 106.4kgから117.7kgに増加 している｡

しか し,1990-96年にかけては,都市部 と農村部の両地域において,穀

類 ･米消費量は減少 している｡例えば,全国平均の穀類消費量は,1990年の

128.5kgから10.7kg減少 して 96年には 117.8kgになっている｡ ところが,こ

のことから直ちにイン ドネシアにおいて,-人当たり穀類消費量が減少に転 じ

たと結論付けることはできない｡なぜならば,これ らのデータには,家庭内消

費分 しか含まれてお らず,外食消費分が含まれていないからである(4)｡外食

による穀類消費量のデータが入手不可能であり,さらに信頼性の高い食料生産

統計が得 られないイン ドネシアにおいて,-人当たり穀類 ･米消費量が増加基

調から減少基調に転 じたかどうかを確認するためには,今後の家計調査結果や

マクロ統計データの詳細な検討が必要であろうo Lかし,ここでは,1980年

代までの増加基調にあった家庭内における一人当たり穀類消費量が,1990年

代に入って,減少基調に転 じたということは確認できよう｡
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注(1)貧困層の人口比率は減少基調にあるものの,いまだに貧困撲滅は重要な政策課

題であるC例えば貧困世帯では幼児の栄養失調が深刻であり,1989年時点におい

て,約 250万人の幼児が栄養失調の状態に置かれていたという (El丘ndriand

Dasvarma〔13〕)oまた,Garcia〔14〕は,地域間の所得格差は縮小基調にあるも

のの,さらなる格差是正のために低所得地域において,教育の普及と衛生状態の

改善によって所得 ･生活水準の向上を図っていくことが重要である,と指摘して

いる｡

(2) Rae〔31〕は,東アジア諸国の事例研究から,都市化の進展が畜産物需要の拡

大に影響すると指摘している｡

(3) 加納 〔20)0FAOの食料需給表からも確認できるL,

(4)インドネシアでは,国民一人当たりの年間精米消費量は,およそ130kg程度と

考えられている (加納 〔20〕)oまた米倉 〔34〕は.大統領演説付属資料を根拠と

して,米の国民一人当たり年間供給量 (≒消費量)が1990年代に入り頭打ちの

状態にあると述べている｡

4.計測結果

本節では,2において説明 した計測方法によって支出弾力性を推定 し,その

計測結果を詳細に検討することによって,イン ドネシアにおける食料支出構造

の変化をさらに明らかに していくことに しよう｡

まず最初に,第 5表に(15)式の計測結果を示 した｡1996年の牛乳 ･乳製品類

を除くと,係数の t値は有意に大きいO これに加えて,決定係数の値は計測 し

たすべての式において0.99の高水準を上回っている｡また,計測結果の信頼

性を統計学的に確認するために,誤差項の正規性 (normality) と分散均一性

(homoskedasticity)について,それぞれ Jarque-BeraとWh iteの手法に従っ

て検定を行 った(1)｡ この結果,すべての計測式において,5%有意水準にお

いて誤差項の正規性 と分散均一性の帰無仮説は棄却 されない (つま り,誤差項

は正規性 と分散均一性の諸条件を満たす)｡ このことか ら,(15)式を用いた計測

結果は統計学的に信頼性が高いことが確認 された(2)0

次に,(1拭 の計測結果か ら得 られる &ノ,A,a,i,var(a,lvar(bJlvar(α),var(p),
cov(a,,bj)coy(α,P) を(13)式 と(14)釦 こ代入 し,p-0.5の場 合 の 支 出弾力性
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第 5表 計測結果

α t値 β t値 決定係数 正規性 分散均一性

1984*
穀類 1.0491 78.5709 10.5281-14.5227
根菜類 0.8308 69.3353 -0.2339 17.1685

豆類 1.2037 145.6574 -0,3662-16.2707

肉類 1.0658 49.3854 1.2597 21.4323

乳製品類 1.3412 341.0612 0.5899 55.0810
魚介類 1.0745 32.2242 0.1917 2.1110
野菜類 0.9411 74.9016 -0.0688 一2.0117
果実類 1.0069 65.7388 0.4593 11.(X柑2
加工食品類 1.1650 185.3620 0.1856 10.8454

食料費支出 1.0229 109.5443 -0.1391 15.4681
総支出 1.0976 21.4197 1.0336 7.4062

135
脚
673
291

376
423

欄
272

448

鵬

7

4
3
8

3

1
4

7
9

1

1
6

4

1
6

7

4
3

4
2
2

4
3

81-0
8--2
働

3-17

2--2
慧

榔

跳

7--｡

Ⅷ

o
o

1
.
3
1
0

0
0

0
0

0

淵

脚
淵

脚

州
側

淵
淵
伽
脚

勝

0
0

0
0

1
1

0
0

1
0

0
1996年
穀類 0.9763 212.6707 -0.5811-28.7206
根菜類 0.7540 95.4062 -0.3393 -9.7401
豆類 1.0974 162.1835 -0.3772-12.6482
肉類 0.9685 17.2259 1.2529 5.0557

乳製品類 1.2481 106.1813 0.0223 0.4308
魚介類 1.0885 139.9005 -0.1800-5.2497

野菜類 1.0229 155.9689 -0.2687 -9.2966

果実類 1.1014 96.2823 0.1617 3.2061

加工食品類 1.2034 118.9118 0.1613 3.6154

食料費支出 0.9991 200.7959 -0.1721 -7.8484
総支出 1.0777 38.8839 1.0883 8.9146
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(点推定<pointesdmadon>)とその標準誤差を算出した (第 6蓑)(3)｡また,

支出分位ごと (plo.2,0.4,0.6,0.8)の弾力性の変化を解明するために, 4分位

ごとに支出弾力性を推定した (第 7表)｡ここでいう第 1分位の支出弾力性 と

は,一人当たり世帯所得がちょうど下から20%目の世帯の支出弾力性 (点推

定値)である｡同様に,第 2分位から第 4分位のそれは,各々下から40% 目

(上位 60% 目),60%目 (上位 40%目),80%目 (上位 20%目)の世帯の支出

弾力性の点推定値である｡いずれの計測結果においても支出弾力性の標準誤差

は有意に小さいことから,これらの計測結果は統計学的に信頼性が高いといえ

る｡

このように第 5表から第 7表の計測結果を総 じて見れば,PodderandBinh
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第6表 支出弾力性の計測結果(p-0.5)

1984年

支出弾力性 標準誤差

1996年

支出弾力性 標準誤差

穀類

根菜類

豆類

肉類

牛乳 ･乳製品類

魚介類

野菜類

果実類

加工食品類

食料費支出

0.410 (0.021)
0.518 (0.015)

0.830 (0.004)
2.142 (0.038)
1.874 (0.017)

1.270 (0.038)
0.859 (0.008)
1.452 (0.011)

1.355 (0.004)
0.872 (0.004)

0.229 (0.011)
0.263 (0.019)

0.688 (0.006)
2.032 (0.140)
1.280 (0.010)

0.904 (0.006)
o_726 (0.006)
1,262 (0.010)

1_362 (0.(氾8)
0_811 (0.003)

〔28〕の手法によって,クロスセクション分析においてしばしば問題となる分

散不均一な誤差項の問題を回避 しつつ,信頼性の高い支出弾力性の値を得るこ

とができたといえる｡それでは具体的に,第 6表と第 7表の計測結果を用いて,

イン ドネシアにおける食料ヰ肖費支出の動向について詳細に検討を加えていくこ

とにしよう(4)0

まず最初に食料費に着 目すると,中位数の支出水準 (p-0.5)では,1984年

に0.872であった支出弾力性は,96年には0.811に減少 している｡ここで,支

出分位 ごとに弾力性の変化を比較すると,第 1分位 (p=0.2)では O.929から

0.847,第 2分位 (p-0.4)では O.885から0.821,第 3分位 (p=0.6)では0･862

から0.802,第 4分位 (p-0.8)では O.845から0.786に低下 しているo このよ

うに,下位支出分位の方が弾力性の下落幅 ･下落率がごくわずかに大きいこと

から,階級間の支出弾力性の差はどちらかというと縮小傾向にあると推察され

る｡

次に.消費項 目別に支出弾力性の変化を見ていくことにしよう｡1984年 と

96年の値を比較すると,中位数の支出水準では,加工食品類以外の項 目にお

いて支出弾力性が低下していることが確認できる (第 6表)｡特に,穀類と根

菜類の支出弾力性が比較的大きく低下している(5)｡1984年と96年の値を比較

すると,p-0.5の場合,穀類の支出弾力性は 0.410から0.229,根菜類のそれ
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第 7表 階級別の支出弾力性 (1984年と1996年)

支出分位 穀類 根菜賛

1984年 1996年 1984年 1996年

弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤 弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤差

第 1分位 (PJO.2) 0.636 (0.012) 0.406(0.008) 0_404(0.020) 0.109(0.020)
第 2分位 (Ⅰー0.4) 0.472 (0.017) 0.290 (0.010) 0.503 (0.014) 0.249 (0.017)

第 3分位 (Ⅰー).6) 0,351(0.027) 0.162(0.014) 0.525 (0.017) 0.260 (0.024)
第 4分位 (【ー)ー8) 0.226 (0.047) -0.α沼 (0_026) 0.522 (0.023) 0.226 (0.041)

支出分位 豆類 肉類

1984年 1996年 1984年 1996年

弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤 弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤差

第 1分位 (Ⅰー02) 1.142 (0.003) 0.888 (0.003) 2.100(0.057) 1.916 (0.138)
第 2分位 (pJ.4) 0.896 (0.α)3) 0.734 (0.005) 2.135 (0.041) 2.012 (0.134)

第 3分位 (p4.6) 0.778 (0.005) 0.649 (0.008) 2.146 (0.037) 2.044 (0.148)

支出分位 牛乳 .乳製品類 魚介類

1984年 1996年 1984年 1996年

弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤糞 弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤差

第 1分位 (p-0.2) 2.167 (0.052) 1.553 (0.012) 1.318 (0.038) 1.040 (0.004)
第2分位 (p4.4) 1.926 (0.022) 1330 (0.010) 1.278 (0.036) 0ー932 (0.005)
第 3分位 (pO.6) 1.838 (0ー015) 1.246(0.011) 1.265 (0.041) 0.883 (0.007)
第4分位 (pO.8) 1.793 (0.012) 1.201 (0.014) 1.260 (0.049) 0.851 (0.010)

野菜類 果実類

支出分位 1984年 1996年 1984年 1996年弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤 弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤差

第 1分位 (p-02) 0.811(0.007) 0.814 (0.003) 1.394 (0.013) 1.350 (0.(X泊)

第2分位 (pJ.4) 0.851(0.007) 0.748 (0.005) 1.440(0.011) 1.277 (0_009)
第3分位 (pO.6) 0.865 (0.009) 0.706 (0.007) 1.461(0.011) 1.252 (0.010)
第4分位 (Ⅰー).8) 0.870 (0.011) 0.672 (0.010) i.474 (0.012) 1.241(0.013)

支出分位 加工食品類 食料費支出

1984年 1996年 1984年 1996年
弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤 弾力性 標準誤差 弾力性 標準誤差

第 1分位 (PJO.2) 1.503 (0.011) 1.565 (0.011) 0.929 (0.003) 0.847 (0.002)
第2分位 (p-0.4) 1.381 (0.005) 1.398(0.008) 0.885(0.004) 0.821(0.002)
第3分位 (p-0.6) 1.337 (0ー004) 1.338 (0,α相) o_862 (0.005) 0_802 (0.003)
第 4分位 (Ⅰー0ー8) 1.315 (0.003) 1.308 (0.010) 0.845 (0.007) 0.786 (0.005)
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は0.518から0.263に大幅に減少 している｡この計測結果は,穀類 と根菜類の

支出比率が大幅に減少基調にある事実と整合的である｡

さらに詳細に分析するために,支出分位ごとの支出弾力性を比較すると,下

位支出分位を含む4分位の全てにおいて,1984年から96年にかけて,穀類と

根菜類の支出弾力性は急速に低下している｡ここで驚くべきことに,1996年

時点において第 4分位 (p-0.8)では,穀類の支出弾力性は負の値 (-0.002)を

とっている｡このような状況を考えると,今後の所得向上に伴って穀類と根菜

類の支出弾力性が引き続き低下基調に推移するならば,来世紀初頭には,両者

とも弾力性の平均値は零に近い値あるいは負の値をとる可能性があろう｡

このように穀類と根菜類の支出弾力性が大きく減少する一方で,支出弾力性

の減少が比較的小幅であったのは肉類と果実類である｡それぞれの支出弾力性

の変化を示すと,中位数の支出水準において,肉類は2.142から2.032,果実

類は 1.452から1.262に低下 している｡両者 とも支出弾力性の低下が小幅で

あったことに加えて,弾力性が 1を超えていることから噂好財に分類できる｡

しかし,支出階級別の弾力性を比較すると,両者間には際だった相違点を見出

すことができる｡肉類の場合,1984年と96年の両方において,上位支出分位

の方が支出弾力性が大きい｡

これに対 して,果実類では,1984年には上位支出分位の方が支出弾力性は

大きかったが,96年には逆に下位支出分位の方が大きな弾力性をとっている｡

今後の所得向上によっては,肉類の弾力性が小幅な下落に留まるのに対して,

果実類のそれは下落幅を拡大していく可能性があろう｡

次に,唯一支出弾力性が大きくなった加工食品類に目を転 じよう.1984年

か ら96年にかけて,p…0.5における加工食品類の支出弾力性は 1.355か ら

1.362に上昇 している｡ ここでより詳 しく支出分位別にその弾力性の変化をみ

ると,第 1から第3分位では支出弾力性が上昇 しているものの,第4分位にお

いて,それは低下している｡今後の所得向上につれて,低支出階級においても

支出弾力性の低下が起こるかどうか注目される｡

最後に,食料消費の多様化という観点から計測結果を論 じることにしよう｡
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1996年の計測結果についてみると,支出弾力性が 1を超えているのは,肉類,

加工食品類,牛乳 ･乳製品類,果実類の4項目であった｡これに対して,穀類

と根菜類の支出弾力性はともに0.2-0.3の範囲内にある｡このことから,前節

3でも指摘 した通 り,経済が順調に成長すると仮定すれば,穀類 ･根菜類中心

から肉類,牛乳 ･乳製品類,果実類,加工食品類の消費拡大によって食料消費

の多様化が一層進展 していくものと推察される｡これに加えて,年率 1.6%を

越える高い人口成長率を勘案すると,今後,インドネシアにおける畜産業や食

品加工業の発展は,同国の食料の安定的供給に必要不可欠であろう｡

また,ここで忘れてならないのは,インドネシアの畜産業が成長すれば飼料

穀物の輸入量が増大する可能性があり(6),反対に畜産業の発展が成長軌道に

乗らない場合には,乳製品を含む畜産物の輸入需要が拡大する可能性が高いこ

とである(7)｡いずれの可能性においても,人口規模 と高い人口成長率を考え

合わせると,アジア地域における食料需給事情-の影響は大きい(8)｡また,

イン ドネシアにとっても,飼料穀物か畜産物 ･乳製品,あるいはその両方を輸

入に大きく依存することは,1997年に発生 した通貨変動の経験からも明白な

通 り,食料供給体制の弱点となる可能性がある｡それ故に,国内における飼料

生産の拡大や食品産業育成などの諸施策が必要であろう(9)0

注(1)Jarque-BeraとWh iteの検定方法については,Green〔15〕を参照.

(2) 比較のために,エンゲル関数をワーキング･レッサー型で特定化し,OLSに

よって係数を推定した.その結見 例えば,1996年の場合,10式中2式におい

て,係数のt値が5%有意水準の条件を満たさなかった｡さらに,10式中5式に

おいて,Wh iteの検定によって,誤差項の分散不均一性が検出されたO誤差項の

分散不均一性を回避するために,サンプル数をウエイ トとした加重最小二乗法

(Wl.S)によって推定し直したが,10式中1式において係数のt値が有意ではな

く,さらに4式において誤差項の分散不均一性が検出された｡このことから,

PodderamdBinh〔28〕の計測方法の方が優れていると判断できる｡

(3) p-0.5は支出額の序列が中位の人を指すO従って,第6表の支出弾力性は支出

水準が平均値ではなく中位数 (メディアン)の場合の値であるo

(4) 一般的には,時系列データよりもクロスセクション･データを用いた方がより
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高い弾力性が得られる｡また本稿では,消費数量ではなく支出額を用いて弾力性

を計測 した｡このため,高所得階層ほど消費数量が減少する財であっても,高所

得階層ほど単価の高い高品質な財を消費する傾向があることから,より高い弾力

性の計測結果が得られたと考えられるO

(5) 支出階級別に根菜類の支出弾力性をみると,第 1分位 0.109,第2分位 0.249,

第3分位 0.260,第 4分位 0_226である (1996年の値)Oこのように弾力性が変則

的な軌跡を辿ったのは,根菜類の主な構成要素として下級財のキャッサバと上級

財のジャガイモが含まれていたことによる｡

(6) 高度経済成長を経験 したアジア諸国では,経済成長に伴 う所得増加によって,

畜産物消費の拡大と飼料穀物の輸入増大が起こり,この結果として穀物自給率が

低下する傾向にあるC例えば日本,韓国,マレーシア,イン ドネシアにおける穀

類自給率と国民一人あたり食肉消費量の関係は下表の通 りであるo

日本 韓国

穀類 年間-人当たり 穀類 年間-人当たり

自給率 食肉消費量 自給率 食肉消費量

% kg/人 % kg/人

1970年 44.9 17.5 75.4 5.3

1980年 25.6 29.9 43.4 12.7

1997年 24.6 42.2 31.4 40.3

マレーシア イン ドネシア

穀類 年間-人当たり 穀類 年間-人当たり

自給率 食肉消費量 f 自給率 食肉消費量

% kg/人 % kg/人

1970年 55.4 15.7 1 96.2 3.6

1980年 48.1 23.3 92.8 4.1

資料 .FAO

(7) 多くの研究によって,アジア諸国における畜産物輸入が拡大すると指摘されて

いる (BrummittandWlntOn 〔9〕,Rae 〔30〕)0

(8) 外貨事情によっては,畜産物輸入ができずに需給バランスが大きく崩れる可能

性もあるO

(9) イン ドネシアの隣国マレーシアでは,経済成長につれて食肉消費量一特に鳥肉

消費量-が急増 している (石田 〔17〕)｡これに伴って,飼料穀物の輸入量は急速
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な増加基調にあり,国産の代替飼料-の転換が模索されている0

5.おわりに

本稿は,家計調査データを用いた定量分析によって,インドネシアにおける

食料消費の変化を明らかにすることを目的とした｡得られた結果を要約すると,

次の通りであるQ

まず第 1に,エンゲル係数は,都市部と農村部の両方において低下基調にあ

る｡このようなェンゲル係数の低下基調は,中 ･高所得層におけるエンゲル係

数の低下と,エンゲル係数の低下が見られない貧困層の人口比が減少したこと

によると考えられる｡

第2に,穀類や根菜類中心から動物性タンパク源である肉類と牛乳 ･乳製品

類,そして加工食品類と果実類を加えたより多様化した食料支出構造へと変化

しつつある｡このような変化は,支出弾力性の計測結果から判断して,今後も

持続するものと推察されるOなぜならば,穀類と根菜類の支出弾力性が大幅に

低下する一方で,肉類,加工食品類,牛乳 ･乳製品類,果実類のそれは1を上

回っているからである｡

このような食料消費構造の変化に加えて,年率 1.6%を越える高い人口成長

率を勘案すると,今後,インドネシアにおける畜産業や食品加工業の発展は,

同国の食料の安定的供給に必要不可欠であろう｡インドネシアの畜産業が成長

すれば飼料穀物の輸入量が増大する可能性があり,反対に畜産業の発展が成長

軌道に乗らない場合には,乳製品を含む畜産物の輸入需要が拡大する可能性が

ある(1)｡いずれの可能性においても,人口規模 と高い人口成長率を考え合わ

せると,アジア地域における食料需給事情-の影響は大きい｡だからこそ,今

後もインドネシアにおける食料需給事情を観察していくことの意義は大きいと

考えられる｡

注(1)AndersonandPangestu〔2〕は,一般均衡モデルを用いた計量分析によって,
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0ECD加盟国が繊維製晶の市場開放を推進 しない場合には,インドネシアの繊維

産業の成長が鈍化することから,食料輸入量の増加率が鈍化するという結果を得

ているO
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〔要 旨〕

インドネシアにおける食料消費支出の変化

- 家計調査データの計量分析-

石田章,合田陽久,明石光一郎,横山繁樹

本稿では,経済成長に伴って食料消費の多様化が進展した 1980年代半ば以

降を対象に,イン ドネシアでの食料消費における支出構造がどのように変化 し

たのかを解明することを目的とした｡このために,統計資料の中では比較的信

頼性が高いとされる家計調査の集計データを用いた計量分析を行った｡具体的

には,PodderとBinhによって提示された計測方法によって,横断面データを

用いた支出弾力性の推定を行った｡得られた結果を要約すると,次の通りであ

る｡

まず第 1に,エンゲル係数は都市部と農村部の両方において低下基調にある｡

このようなェンゲル係数の低下基調は,中 ･高所得層におけるエンゲル係数の

低下と,エンゲル係数の低下が見られない貧困層の人口比が減少したことによ

ると考えられる｡

第 2に,穀類や根菜類中心から動物性タンパク源である肉類と牛乳 ･乳製品

類,そして加工食品類と果実類を加えたより多様化した食料支出構造へと変化

しつつあるOこのような変化は,支出弾力性の計測結果から判断して,今後も

持続するものと推察される｡なぜならば,穀類と根菜類の支出弾力性が大幅に

低下する一方で,肉類,加工食品類,牛乳 ･乳製品類,果実類のそれは 1を上

回っていると同時に変動幅が小さいからである｡1984年と96年の値を比較す

ると,穀類の支出弾力性は 0.410から0.229,根菜類のそれは 0.518から

0.263に大幅に減少 している｡ これに対 して,例えば肉類の支出弾力性は

2.142から2.032と小幅な下落にとどまってお り,さらに加工食品にいたって

は,支出弾力性が 1.355から1.362に上昇している｡

第3に,このような食料消費構造の変化に加えて,年率 1.6%を越える高い

人口成長率を勘案すると,今後,インドネシアにおける畜産業や食品加工業の

発展は,同国の食料の安定的供給に必要不可欠である｡インドネシアの畜産業

が成長すれば飼料穀物の輸入量が増大する可能性があり,反対に畜産業の発展

が成長軌道に乗らない場合には,畜産物の輸入需要が拡大する可能性がある｡

いずれの可能性においても,人口規模と高い人口成長率を考え合わせると,ア

ジア地域における食料需給事情-の影響は大きいOまた,イン ドネシアにとっ

ても,飼料穀物か畜産物,あるいはその両方を輸入に大きく依存することは,

1997年に発生 した通貨変動の経験からも明白な通り,食料供給体制の弱点と

なる可能性がある｡従って,国内における飼料生産の拡大や食品産業育成など

の諸施策が早急に講じられるべきであろう｡
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